
発生が見込まれるため、管理不全化を抑制 　空家特措法に基づく適正管理を行う。

する取り組みが必要である。 　空き家バンク及び住み替え補助金による空き家の活用を継続

　市営住宅については、建築後30年以上が経過し老朽化が進ん して促進する。

でいるものもあり、計画的に維持管理をしていくことが重要で 　市営住宅の長寿命化計画に基づき、入居者からの相談等を踏

ある。 まえながら、建物の適正管理を行うことで入居者の安心・安全

を確保する。

　戸田市マンション管理ネット登録者に対し、マンション管理に役立つ情報提供を行った。

　平成27年6月時点（戸田市空家等対策計画策定時）の管理不全な空き家に対する助言・指

Ｂ
導を継続的に実施した。また、協定に基づき各専門家団体と連携して、空き家に関する相談

対応を継続的に実施した。

　今後の分譲マンション管理に係る具体的支援策の検討のため、実態調査を実施する。

　住民からの相談への対応、空き家パトロール等を行い、所有者へ適正管理を求める。

↑ 　市営住宅の長寿命化計画に基づく改修工事を計画的に実施していく必要がある。

　これらに取り組むため、人員は現状維持とするが予算の増加は必要である。

　分譲マンションの管理不全化に係る抑制の対策を検討するため、実態調査を行う。

　空き家について、専門家団体と連携した相談対応を継続して実施するとともに、所有者等に対して適正管理を求めていく。

　空き家の利活用の促進について、空き家バンク制度及び空き家バンク利用者を対象とした補助制度に関する活用を促していく。

　市営住宅の長寿命化計画に基づく改修工事を計画的に実施する必要がある。
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05 快適で過ごしやすいまち 都市整備部・まちづくり推進課

05 住宅

56 住まいの安定的な確保

　快適な住宅づくりをはじめとする住まいの安定的な確保に努めることで、市民が安心と安らぎを感じて生活できるように

します。

住宅政策事業

戸田市マンション管理ネッ 市内ﾏﾝｼｮﾝ管理組合で登録する割合
％ 10 2 4.5 4.5 4.5 4.5

ト登録者数 (登録者数/市内ﾏﾝｼｮﾝ管理組合数 )
空家対策進捗率 平成27年6月現在の管理不全な空家が

％ 100 20 80 80 80 92
(改善件数/管理不全な空家件数 )

空き家各団体との協定率 各団体と協定を結べた割合
％ 100 16 16 16 100 100

(協定件数／目標件数 )

　分譲マンションの管理不全を未然に防止するため、管理組合 　分譲マンションの管理組合の実態を調査し、同組合へマンシ

など運営・管理等に当たる方に適正な維持管理について普及・ ョン管理に係る各種情報の周知、啓発を行う。

啓発を行う必要がある。 　専門家団体（不動産、法律、金融、管理、改修等）と連携し

　今後、建物所有者の高齢化が進行することにより、相続等を た相談対応を継続的に実施する。

起因とした空き家の
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